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2024年 4月 10日 

バンコク産業情報センター 

塚田新也 

 

マレーシアの経済概況・投資環境について 

一般調査報告書 

 

 

3月 6日から 8日にかけて、マレーシアへ出張しました。マレーシアは、ASEANの中でも一人当たり GDPが

シンガポール、ブルネイに次いで第３位と実はタイよりも高く、首都であるクアラルンプールは高層ビルが立ち並び、

ペトロナスツインタワーは世界でも最も高いツインタワーとしても知られています。しかしながら、タイやシンガポー

ルと比べて、馴染みがある方は少ないのではないでしょうか。それもそのはずで、コロナ禍前の 2019年の日本か

らの観光客数は ASEAN6で最下位の年間約 42万人となっており、観光でも日本人が訪れることはあまり多くあ

りません（1位のタイは年間約 181万人）。本レポートでは、そんなマレーシアの経済概況や投資環境について、

ご紹介したいと思います。 

 

１ マレーシアの基本的な情報について 

（１）マレーシアの一般情報 

マレーシアは西の半島マレーシアとボルネオ島北部の東マレーシアに分かれており、経済の中心は首都ク

アラルンプールを擁する半島マレーシアの西側となっています（図 1）。また、行政の中心地であるプトラジャ

ヤもクアラルンプールから南に 25kmほどの距離にあり、このエリアに経済機能・行政機能が集約されている

形となっています（なお、GDPの約 8割が半島マレーシアです）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 マレーシア全体図（出所：マレーシア政府観光局） 

なお、半島マレーシアは全 11州と 2直轄地(クアラルンプール、プトラジャヤ)、東マレーシアは 2州と 1直

轄地（ラブアン）から成っており、13州以外の 3直轄地はマレーシア連邦政府が直接統治する形になってい

ます。その他、マレーシアの一般情報は以下のとおりです（表 1）。 
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面積 約 33万 km2 ※日本の約 90％ 

人口･ 

民族 

約 3,338万人  ※日本の約 87％ 

首相 アンワル･イブラヒム(2022.11-)  ブミプトラ 

  うち､マレー系 

  うち､その他先住民 

 中華系 

 インド系 

 その他 

 外国人 

2,133万人(63.9％) 

1,761万人(52.8％) 

371万人(11.1％) 

686万人(20.6％) 

200万人(6.0％) 

23万人(0.7％) 

296万人(8.9％) 

言語 
マレー語(公用語)、英語、中国語、

タミル語 

宗教 

イスラム教(国教) 

仏教 

キリスト教 

ヒンドゥー教 

63.5％ 

18.7％ 

9.1％ 

6.1％ 

表 1 マレーシア一般情報（出所：JETRO（マレーシア統計局、日本総務省統計局）） 

この中でも特徴的なのは、言語と人口・民族、宗教の部分かと思います。 

まず言語ですが、マレーシアの公用語はマレー語となっているものの、国民全体として高い英語力を有して

います。EF Education Firstが実施する、英語を母国語としない国・地域についての英語能力を測る「EF

英語能力指数」の最新版によると、マレーシアは 113か国中第 25位、アジア 23か国ではシンガポール、フ

ィリピンに次ぐ第 3位となっており、世界的に見ても高い英語能力を有する国の一つとなっています。そのた

め、マレーシアにおいてはマレー語ではなく英語でのビジネスが基本的には可能となっており、言語面での

進出のハードルが低くなっていると考えられます。なお、日本の EF英語能力指数は世界第 87位、アジアで

は第 15位と非常に残念な結果になっています。 

次に民族についてです。マレーシアは東南アジアではシンガポールに次いで中華系人口が多く、およそ 5

人に 1人は中華系となっています。その他インド系も 10％弱ですが居住しているため、非常に民族多様性

に富んだ国であり、こうした多民族であるという特徴を生かしてマレーシアでテストマーケティングを実施する

企業も最近増えてきているようです。また、イスラム教徒も多く、世界最大のイスラム経済圏とも言われており、

ハラルハブとしての地位も確立しています。 
 

（２）マレーシアの経済指標について 

次にマクロの視点からマレーシアの経済を見ていきましょう。下表に主な経済指標をまとめました（表 2）。 

名目 GDP 4,309億ドル 消費者物価指数 2.5％ 

一人当たり名目GDP 13,034 ドル 失業率 3.3％ 

実質 GDP成長率 3.8％ 貿易総額 6,469億ドル(2022) 

直接投資額（ネット、フロー） 170億 9,600万ドル(2022) 貿易収支 581億ドル(2022) 

表 2 マレーシアの主要経済指標（2023年予測値含む）（出所：JETRO(IMF､マレーシア統計局､The Economist）) 
 

冒頭にお示ししたように、マレーシアは ASEANの中でも一人当たり GDPが高く、シンガポール、ブルネ

イに次いで３番目となっています。ただ、人口が 3,300万人余りと、ブルネイ（44万人）、シンガポール（566

万人）、カンボジア（1,615万人）に次いで少ないため、国単位で見た際の GDPはそれほど大きくなく、ベト

ナム（4,334億ドル）やフィリピン（4,357億ドル）と拮抗している状況です。また、マレーシアの合計特殊出生

率は 1.6（2022年）と過去 50年で最低を記録するほど低下し、人口増加が鈍化しているため、GDPの伸び

も鈍化する可能性もあります。 
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直接投資額は ASEANの中では第 4位の 170億 9,600万ドルとなっており、比較的安定的に海外から

の投資がなされている状況です。参考までに ASEAN10か国の直接投資額を図 2にまとめました（図 2）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図 2 ASEAN各国への対内直接投資額の過去 3年間の推移（出所：JETRO） 

ASEAN各国に対する直接投資額はシンガポールが他国を圧倒しており、その後ろにインドネシア、ベトナ

ムと続きます。マレーシアは 2021年から 50億ドル程度伸ばしており、前年比で見ると、特殊な状況下にある

ミャンマーを除いて最も高い伸びを見せています。この原動力となったのは、電気・電子分野や輸送機器分

野への投資増加で、こうした製造業への投資の増加は、北部ペナン州を中心とした電気・電子分野の裾野の

広さに加え、高度人材の獲得やが可能であること、英語でのビジネスが可能であることといった従来の強みに

加え、米中間問題のリスク回避行動の結果といったことが要因といわれています。なお、国別で見ると、マレ

ーシアに対する投資額が最も大きいのは米国で、次いで、シンガポール、日本となっています。 

次に貿易総額と貿易収支についてです。こちらも過去 3年間の推移をグラフにまとめました（図 3,4）。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 ASEAN各国の貿易総額の過去 3年間の推移（出所：JETRO（UNCTAD）） 
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 図 4 ASEAN各国の貿易収支の過去 3年間の推移（出所：JETRO（UNCTAD）） 

貿易総額についても ASEANの中ではシンガポールが首位となっており、その後ろにベトナム、マレーシ

アと続きます。2021年から 2022年にかけては ASEANで貿易総額が減少している国はなく、マレーシアを

筆頭に前年比 20％を超える高い伸びを見せている国が多い印象です。一方、貿易収支はタイやフィリピン、

カンボジアが貿易赤字を拡大している一方、マレーシアは ASEANの中で最も貿易黒字が大きい国となって

います。主な要因としては、元々得意とする電気・電子分野の輸出が好調であったこと、資源価格の高止まり

により石油製品や LNGの輸出額が増大したことが挙げられます。なお、マレーシアの輸出相手国として、

2021年は中国が一位だったところ、2022年はシンガポールが首位となっています。 

 

２ 日本からマレーシアへの投資、日系進出企業について 

冒頭、マレーシアという国について日本ではあまり馴染みがないのでは、というお話をしましたが、前述のよう

にマレーシアへの直接投資額は米国、シンガポールに次いで日本が第 3位となっています。つまりビジネスの

世界では、マレーシアにとって日本は重要な投資元、ということになります。日本からマレーシアへの投資には

どのような状況にあるのか、概観したいと思います。 

（１）日本から ASEAN への投資 

2022年の日本から世界各国への直接投資（ネット、フロー）は約 21兆 2,330億円で、このうち、11.7％が

ASEANに対する投資となっており、その額は 2兆 6,539億円です。図 2では世界各国から ASEANへの

直接投資額を確認しましたが、日本からの直接投資に限った投資額を整理しました（図 5）。後述のとおり、

2021年はシンガポールへの投資が大きくなっていますが、最新の 2022年のデータではタイが日本からの

投資を最も多く集めており、マレーシアは第 5位となっています。余談ですが、日本からタイへの直接投資に

ついては 2023年のデータが出揃っていますが、金額では日本は中国、シンガポール、米国に次ぐ第 4位と

なっています。2022年には中国に次いで第 2位だったことを考えると、日本からタイへの直接投資は勢いが

弱まっているといえるかもしれません。 

話を ASEANに戻して主要な業種別に見てみると、製造業が 34％、非製造業が 66.0％と、非製造業が多
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くなっています。その内訳を見ると、非製造業では卸売･小売業が最も多く、6,255億円、次いで金融･保険業

が 5,543億円、製造業では電気機器が最も多く、2,011億円となっています（図 6）。2021年は対シンガポ

ール、そして化学･医薬が 1 兆 1,205 億円と跳び抜けて大きかったのですが、これはシンガポールにおいて、

2021年に日本ペイントホールディングスがパートナー企業であるWuthelamグループからアジア地域の合

弁会社の持ち分追加取得などを実施したことが主要因と見られていますので、基本的には既に日本から

ASEANへの投資は製造業より非製造業が多くなっている状況です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 日本の対 ASEAN直接投資の過去 3年間の推移（国別）（出所：日本銀行） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6 日本の対 ASEAN直接投資の過去 3年間の推移（主な業種別）（出所：日本銀行） 
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（２）日本からマレーシアへの投資 

それでは次に、日本からマレーシアの投資の状況を詳しく見ていきましょう。まずは、図 6 と同様、主な業種

別に整理してみました（図 7）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7 日本の対マレーシア直接投資の過去 3年間の推移（主な業種別）（出所：日本銀行） 

先ほど、ASEANへの投資は製造業よりも非製造業のほうが多くなっていると述べたばかりですが、マレー

シアにおいては、製造業のほうが非製造業よりも投資規模が大きくなっています。やはり、電気・電子産業が

強いことが理由の一つとして挙げられ、直近では 2022年 12月発表されたマラッカ州における興亜電工のマ

イクロチップ工場の増設などがあります。その他、近年は半導体などの投資も増えてきており、米国や台湾の

投資が多いですが、日本でも 2023年 6月にはケダ州におけるフェローテックホールディングスのパワー半

導体関連新工場の建設が発表されています。また、日本企業の投資はまだありませんが、韓国サムスンがヌ

グリ・スンビラン州で EV向け電池セル生産施設の拡張を、中国 EVEエナジーがケダ州でリチウム電池製造

工場の新設を発表しています。このように、マレーシアは従来の電気・電子産業に加え、近年では半導体産

業や EVバッテリー関連産業がにわかに盛り上がってきている状況となっています。 

（３）日系進出企業の状況について 

2022 年 4 月時点でマレーシアに進出している企業数をまとめました（図 8）。直接投資額とは異なり、製造

業と非製造業では、非製造業が多くなっています。製造業の約 33％は電気・電子産業となっており、やはり

マレーシアの電気・電子産業の底堅さと日日系業とのつながりを感じさせる結果となっています。非製造業で

は販売代理店と商社・卸売関連企業約 42％を占めています。直近では、2023年 6月に愛知県大府市に本

社を置くスギホールディングスが現地での合弁会社の設立を、北海道札幌市に本社を置くニトリホールディン

グスが 2022年 1 月にマレーシア 1 号店を開店したのを皮切りに、2023年 6 月にはペナン州にマレーシア

8 号店となる新店舗をオープンしています。なお、進出先としては製造業・非製造業ともに主にセランゴール

州に集中していますが、非製造業はそれに加え、クアラルンプールが圧倒的に多くなっています。 
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図 8 マレーシア進出日系企業の業種別内訳（出所 JETRO） 

 

３ マレーシアの今後の投資環境について 

ここまでは、過去・現在のマレーシアのデータを整理してきました。ここからは、近年のマレーシア政府の政策

に関するトピックスと、今後のマレーシアへの投資を検討するに当たって留意すべき点についてまとめたいと思

います。 

（１）近年の政策に関するトピックス 

①政府の脱炭素政策 

2023年 7月、マレーシア政府は 2050年までの脱炭素化に向けた「エネルギー転換ロードマップ

（NETR）」の第 1弾を、8月には第 2弾を発表しました。第 1弾では、250億リンギ（=約 7,750億円）相

当の主要 6分野（エネルギー効率、水素、バイオエネルギーなど）で 10基幹プロジェクトを特定し、年間

1,000万トンの CO2排出削減を目指すとしていましたが、第 2弾では、基金設立や国家エネルギー評議

会による統治を柱に、これらのプロジェクトを実行するための具体策や目標を盛り込んでいます。 

また、10月には、この NETRの補完として「水素経済・技術ロードマップ（HETR）」も発表しており、グ

リーン水素の生産能力を年間 250万トンまで高める一方、化石燃料から製造されるグレー水素の全廃を

目指すとしています。 

こうした動きは、今後のマレーシアにおける企業戦略にも影響を及ぼす可能性があります。実際、既に

日系企業の中には太陽光発電に参入したり、現地で脱炭素に関する技術提案を行うような企業も出てき

ています。マレーシアでは日系企業との協業事例が多分野においても既に多くあるため、今後も脱炭素

分野におけるマレーシア企業・政府と日系企業との連携は、一層進んで行くと考えられます。 

②MADANI経済政策 

マレーシア政府は、2023年 7月にマレー語で「持続可能性、繁栄、革新、尊敬、信頼、思いやり」の頭

文字をとった「MADANI経済政策」を策定したことを発表しました。5.5％超/年の GDP成長率を目指す

ための 7つの具体的な目標を設定したもので、アンワル政権発足後、初めて策定された総合的な国家
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10か年計画です。設定された 7つのターゲット項目及び目標値は下表のとおりです（表 3）。 

 ターゲット項目 目標値 現在値 

1 GDP 世界 30位 世界 37位 

2 世界競争力指数 世界 12位 世界 27位 

3 人間開発指数 世界 25位 世界 63位 

4 従業員の報酬 GDP比 45％へ引き上げ 約 32.4％ 

5 腐敗認識指数 世界 25位 世界 61位 

6 財政赤字の GDP比 3％以下へ抑制 約 5％ 

7 女性の労働参加率 60％へ引き上げ 約 56.6％ 

表 3 MADANI経済政策の 7つのターゲット項目及び目標値 
 

また、その後 9月には「新産業マスタープラン（NIMP）2030」を発表し、この目標達成を後押しする具

体的な枠組みが設定されました。「経済複雑性の向上」、「高付加価値の雇用機会創出」、「国内産業間

の連携拡大」、「新たな産業集積の開発と既存集積の改善」、「包摂性の向上」、「ESG（環境・社会・ガバ

ナンス）の推進」という 6つの目標を掲げ、2030年までに製造業の付加価値額を 5,875億リンギ（=約

18.2兆円、年率 6.5％増相当）へ、雇用創出を 330万人へ（年率 2.3％増相当）、給与の中央値を

4,510 リンギへ（=約 14万円、年率 6.5％増相当）増加させることとしています。こうした具体的な目標を

掲げた国家的な計画が発表されることで、当然ながら優遇措置や新しいプロジェクトが動き出すため、新

たなビジネスチャンスが生まれ、日系企業にもビジネスチャンスが巡ってくることは十分に考えられます。 

（２）マレーシアへの投資に当たり留意すべき点 

このように政府が経済関連政策を発表し、海外からの投資も含めて国内経済を活性化しようとしている今は、

マレーシア市場に参入するチャンスともいえます。一方で、いくつかの問題点など、投資に当たって留意すべ

き点もあるため、ここでご紹介したいと思います。 

①労務リスク（最低賃金の引き上げ） 

2012年に最低賃金令が施行されて以降、額の見直しが 2年ごとに行われており、現在では 1,500 リ

ンギ/月（=約 46,500円/月）となっています。最低賃金の引き上げの傾向は今後も続くと見られており、今

後人件費の増加が見込まれています。 

②外国人労働者への依存 

マレーシアの外国人労働者数は 250万人といわれており、主にインドネシア、ネパール、バングラデシ

ュなどから働きに来ているようです。この外国人労働者数は、全社員の 3割程度を占めるといわれ、企業

運営に欠かせない存在となっていますが、政府はマレーシア人の雇用確保や治安上の問題から、外国

人労働者を削減したい意向といわれています。そのため、2018年 1月以降、外国人労働者の認可審査

が厳格化され、外国人労働者雇用に係る人頭税についても労働者負担から雇用者負担へ変更されるな

ど、外国人労働者の雇用には逆風が吹いています。今後新たに外国人労働者を雇用しようとした際、ス

ムーズに進まなかったり、思いもよらない問題にぶつかる可能性もあります。 

③税制リスク 

こちらはリスクというよりもデメリットといってもよいかもしれません。マレーシアの法人税は一般的に 24％

と他の東南アジア諸国と比べても高い傾向にあり、また、優遇税制もハードルが高いため、法人税でのメ

リットを求めて進出することは難しいように思えます（シンガポール：17％、タイ：20％、インドネシア：22％）。

ただし、払込資本金が 250万リンギ（=約 7,750万円）未満の中小企業であれば、15万リンギ（=約 465

万円）までの所得に対しては 15％とされています。一方で、外資系企業が除外される可能性もあるという

話もあるため、最新の情報をご確認ください。 
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④電気料金の引き上げ 

2023年上半期に、燃料価格の変動に合わせて電気料金を調整する「コスト消費者転嫁（ICPT）メカニ

ズム」を、中・高電圧の契約者にも適用し 1kWh当たり 3.7セン（=約 1.2円）から 20セン（=約 6.2円）

へ引き上げました。その後、下半期は 17セン（=約 5.3円）へと引き下げられましたが、今後も引き上げが

ないとも限りません。なお、2024上半期は 2023下半期の 1kWh当たり 17センと据え置きとなりました。 

⑤JCM（（Joint Crediting Mechanism）の未締結 

途上国などのパートナー国へ優れた脱炭素技術・製品・サービス・システム・インフラ等を普及させ、当

該国において対策を実施することを通じて、ＧＨＧを排出削減・吸収し、その結果を定量的に評価するも

ので、日本はほとんどの ASEAN諸国と締結していますが、マレーシアとは未締結となっています。その

ため、制度の不在が投資競争力を低下させるといった懸念もあり、今後締結に向けた動きが出てくるのか、

注意しておく必要があります。 

（３）おわりに 

いくつかの留意点はありますが、マレーシアは物価もまだそれほど高くない一方、英語のコミュニケーション

も可能で、駐在員の生活環境も充実しています。また、脱炭素化へ向けた政策強化の動きも見られ、それに

引っ張られて経済政策の動きも活発になっていることから、新たなビジネスチャンスが今後生まれてくる可能

性も高いといえます。 

また、今回出張して現地の空気に触れて分かったことですが、クアラルンプールの市街地を歩いていると若

い人やビジネスマン、観光客の姿が多く見られ、活力を感じることができました。マレーシアは年齢中央値が

30.7歳と日本の 48.6歳と比較して 20歳近くも若いことから、個人的な感想ですが、少なくとも出生率の低

下の影響が出てくる今後もしばらくは国内需要が落ち込むことはないのではないかと考えられます。また、他

の ASEAN諸国と比較して、イスラム経済圏への玄関であり、ハラルハブとなっている点も、今後ビジネスチ

ャンスとなりうるかもしれません。 

今後マレーシアへの投資をお考えになる際、今回お示ししたようなマクロ指標も頭の片隅に置いてご活用

いただければ幸いです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  図 9 クアラルンプール中心地のブキッビンタン  図 10 ブキッビンタンの交差点 頭上にはモノレールが 

      の大型モール「PAVILLION」              走る 
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